
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 NISSHO
1 事業の成果
これまで実技研修を実施していた場所の近接地で令和 5年から開始された開発工事の工事車両の出入
りが頻繁に有り、令和 7年度においても実習生の安全を維持しながら実習する環境を確保できなかったこ
とから、例年どおりに特別支援学校、就職先企業と交流、情報交換を行うことはできず、次年度の事業実

施へ向けた準備に終始した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【 0 】千円)

(2)その他の事業 (実施していない) (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

就職を希望す
る障がいを持
った方を対象
とした教育訓
練、職業訓練
プログラムの
企画・開発及
び実施に関す
る事業

PCク リーニング、物流
機器洗浄等の職業実習訓
練を実施
事務所内の諸作業
封筒の宛名ラベル作成、シ
ュレッダー掛け、ラベル貼
り作業を実施

未実施

特 別 支 援 学
校、自立支援
を行う機関・
組織、企業・
事業者及び行
政等と広く情
報交換、研究
会 等 を 実 施
し、一般市民
及び社会にお
けるノーマラ
イゼーション
に対する理解
を促進する事
業

研修生受入時に永福学
園、水元小合学国の先生

方から就労事情等につい

て伺い、障害者の方の就

労事情、自立支援につい

ての課題分析を行った。

職安に出向き就職説明

会に参加し情報収集を行
った。

未実施

職業訓練実施や就労に
関して情報誌やインター
ネット等を利用し広く一
般社会に情報提供

未実施

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

費
つ製［



書式第 13号 (法第 28条関係 )

年度 活動計算書 (その他事業がム塾場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 N:SSH0
〔単位 :円 |

」ヽ金   額

正会員受取会費
賛助会員受取会費

30. 000

0

,00,

受取寄附金
施設等受入評価益

100. 000

受取補助金

就口を希望する障がいを持った′′を対象とした薇命Л綺.嗜来調薇プログラム 事業収こ
憫
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曜●[健進十ろ事R“薔

受取利息 296

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

の

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

(1
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

の 135,490

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
行政書士.司法書士報酬 135.4

当  期 A

過年度損益修正益
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 NISSHO

金

251.17

な し

1

3 の の

(2) 形固

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

【A】 資 産 合 計 ①+②

の 『

[動負0 l

未払金

預り金

L債合 |
・ ・ ・ ( )

国言苺

長期借入金

退職給付引当金

甦債合 ・ ・ ・ (

③ +G

【B-1

負 )  =

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

B-2
正

増

前

当
~0 194

256.370

正味

繰
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書式第 16号 (法第 28条関係)

令和 7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 NISSHO

重要な会計方針

計算書類の作成は、 2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正NPO法人会計基準協議会 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は保有しておりません。

(2)固 定資産の減価償却の方法
固定資産は保有しておりません。

(3)引 当金の計上基準
・従業員を雇用していないため、退職給付引当金は計上しておりません。

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスは受けておりません。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

合計
職業訓練
事業

情報収集等
事業

事業部門計 管理部門科 日

30,000

100,000

0

0

296

30,000

100,000

0

0

296

130,296 130,296

135,49135.490

135,490 135,490
135,490135,490

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(l)人 件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

研修昼食代
司法書士行政書士報酬

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■■□□図■■曰曰図

算定方法内容 金額

な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )(



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

４

． 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄付金等はありません。

(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳
固定資 は保有しておりません。

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

科 日 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

（
υ

∩
Ｕ

ｎ

）

ｎ

）

＾
υ

ｎ

）

〈
υ

ｎ

〉

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

事業費には寄付を全額充当し、管理費は会費収入及び繰越金により支払う、という按分方法です。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は行っておりません。

０
０

取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末根簿価額科 日 期首取得価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 日

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

100,000

100,000 100,000

(活動計算書)

受取寄付金

活動計算書計

(貸借対照表 )

なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 7年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活 法人  NiSSHO

251.176

米収0

棚卸資産

現°
1場銀イ普通預金 0.352

0.824

車両運搬具等
なし

イ1器備品等
なし

0(2)F形目定資産
ソフトウェア等
なし

″:地権等
なし

0

(=「π胃その他の費産
敷金等
なし

長期11付金
なし

』

【A】 資 産 合 計 ①+② 251,176

■ の

「

~~~

0

0

0

0

未払金
なし

預り0
なし

]
)

Ｔ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
渤

0.

長期備人金
なし

退臓給付引当金
なし

【:

□

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 0 0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― い -1】 251.176

|■■■田■■Ⅱ■
―

口‐
の

251. 176

〔|〕



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び佳所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

生
=」
卜宣型重勤塗△_ N」 s sttΩ

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

l

理事・監事
ハシモ トコウイチ

橋本 浩一

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年

年

月

月

日

2
'理事卜監事

オオマチフミオ

大町 文雄

令和7年 4月 l日

令和8年 3月 31日

年   月 日

日年   月

3

′
′
理事1・ 監事 インミネヒサコ

石嶺 寿子

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

4
理事
t「層ソ

シノザキユウタ

篠崎 勇太

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年1   月    日

年   月    日

6 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

'7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年  月  日

年   月  日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年  月  日

年   月   日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年   月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法 N

氏   名

1
橋本 栄一

2
橋本 正子

3
橋本 浩一

4 友
野 勝

5
大町 文雄

6
篠崎 勇太

7 奥
山 輝高

8 笹野 典子

9 池田 ちえこ

10
石嶺 寿子

11

12




